
議案第1号

全国知事会規約の一部改正について

全国知事会規約の一部を次のとおり改正する

平成23年5月31日提出

全国知事会

会長　　山　田　啓　二



全国知事会規約の一部改正について（概要）

1．改正の趣旨

国と地方の協議の場に関する法律の成立に伴い、この法律に基づいて、本会
の代表者が地方自治に影響を及ぼす国の政策の企画及び立案並びに実施につい
て、国と地方の協議の場で協議をするという新たな事業が発生することから、
本会の事業の一つに加えるなどの所要の規定改正を行うこととする。

2．改正の内容

（1）本会の事業の一つに「国と地方の協議の場に関する法律に基づいて行う、
地方自治に影響を及ぼす国の政策の企画及び立案並びに実施に関する関係
大臣との協議の場（以下「国と地方の協議の場」という。）に関する事項」
を加える。
（2）全国知事会議の議決案件に「国と地方の協議の場に関すること」を加え
る。
（3）理事会の審議案件に「国と地方の協議の場に関すること」を加える。

3．施行期日

平成23年5月31日から施行する。
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議案第1号に係る参考資料

回と地方の協議の場臼に関する法律の概要

の　構成・運営
・議員
国：内閣官房長官、特命担当大臣、総務大臣、財務大臣、
内閣総理大臣が指定する国務大臣

《議長1議長代行を内閣総理大臣が指定》
地方：地方六団体代表（各1人）《副議長を互選》
・臨時の議員
議員でない国務大臣、地方公共団体の長・議会の議長
・内閣総理大臣は、いつでも出席し発言可

②　協議の対象
次に掲げる事項のうち重要なもの
・国と地方公共団体との役割分担に関する事項
・地方行政、地方財政、地方税制その他の地方自治に関する事項
・経済財政政策、社会保障・教育・社会資本整備に関する政策そ
の他の国の政策に関する事項のうち、地方自治に影響を及ぼす
と考えられるもの

（卦　招集等
・内閣総理大臣が招集（毎年度一定回数。臨時招集も可）
・議員は内閣総理大臣に対し招集を求めることが可

④　分科会
分科会を開催し、特定の事項に関する調査・検討が可能

⑤　国会への報告
議長は、協議の場の終了後遅滞なく、協議の概要を記載した報告
書を作成し、国会に提出

協議が調った事項については、議員■臨時の議員は、協議結果を
尊重しなければならない

平　成　23　年　5　月
内閣府地域主権戦略室

全国知事会代表

全国都道府県議会議長会代表

全国市長会代表

全国市議会議長会代表

全国町村会代表

全国町村議会議長会代表

憶説址　　　　　　　　　　　　 ：ミ：；■L・鮒・ギ削叩・「5㌔：：：
J
章妻≡ 臨 時 の 議 員 （連 合 組 織 指 定 ）

：：：・：藻・・・二 ・：■・け彗整獣・：：・・・：・：・：・：・：・：・：・
㌻．：⊥㌻旨… 臨 時 の 議 員 （連 合 組 織 指 定 ）

1・勇＃＿長璽豊野予三一＝王

B分科会

※分科会については、協議の場に諮って定める


